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令和２年７月 30日 

新型コロナウイルス感染症対策について 

 

令和２年２月１日 
メールマガジン No.650 より新型コロナウイルス感染症関連情報の提供

を開始 

令和２年２月 26日 

「新型コロナウイルス感染症に係る介護支援専門員等法定研修の臨時

的な取扱いについて」を協会ホームページに掲載 

当協会主催の研修会・ワークショップの令和元年度開催分の中止（延期）

を決定 

令和２年２月 27日 

「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて」の解釈について厚生労働省に照会を行った 

※「被災による交通手段の寸断等により、利用者の居宅を訪問できない

等、やむを得ず一時的に基準による運用が困難な場合は、…」の「等」

の部分 

令和２年２月 28日 前日の照会結果の回答を振興課より受け、メールマガジン No.658を発出 

令和２年３月４日 
会員の皆様へ 柴口里則会長メッセージ発信 

「新型コロナウイルス感染症に関連してお伝えしたいこと」 

令和２年３月６日 
小学校等の休業要請に伴い、人材の確保に関する影響等について厚生労

働省へ情報提供 

令和２年３月 13日 新型コロナウイルス感染症対策本部を設置（柴口里則本部長） 

令和２年３月 13日 
日本介護支援専門員連盟と連名で自由民主党日本ケアマネジメント推

進議員連盟宛てに陳情書提出 

令和２年３月 19日 
協会ホームページに特設サイト（新型コロナウイルス感染症に関する情

報）を設置 

令和２年３月 20日 全国の介護支援専門員の皆様へ ～応援メッセージ～（柴口里則会長） 

令和２年３月 26日 
通勤業務等の自粛要請を受けて事務局の時差出勤及び在宅勤務の対応

を開始 

令和２年３月 30日 
都道府県支部対象に「介護支援専門員研修（法定研修）の開催状況等に

関する調査」実施 

令和２年４月７日 正副会長打ち合わせ会を Webで開催し、今後の対応について協議 

令和２年４月 13日 
都道府県支部対象に「新型コロナウイルス感染症拡大防止に関する対応

状況調査」実施 

日本介護支援専門員協会 
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令和２年４月 14日 
新型コロナウイルス感染拡大防止に係るケアマネジメント業務の弾力

対応を図で整理（第１弾） 

令和２年４月 16日 
第 14回日本介護支援専門員協会全国大会 inとちぎ（10月 10～11日）

開催延期を決定 

令和２年４月 22日 
新型コロナウイルス感染拡大防止に係る介護報酬の柔軟な取扱いを図

で整理（第２弾） 

令和２年４月 30日 
都道府県支部宛に「介護支援専門員（法定研修）の開催状況等に関する

調査結果報告送付 

令和２年４月 30日 
第 12回社員総会（令和２年６月 29日）を Web会議システムによる開催

について都道府県支部長宛てに通知 

令和２年５月８日 
公益社団法人全国老人保健施設協会の呼びかけにより「がんばろう 

介護！」応援メッセージ動画公開 

令和２年５月 11日 
都道府県支部を対象に新型コロナウイルス感染症に関する情報共有の

ためのメーリングリスト開設 

令和２年５月 16日 

都道府県支部長宛てに「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス

事業所等に対するサービス継続支援事業について（令和２年度補正予

算）」通知 

令和２年６月４日 
新型コロナウイルスの影響下における居宅介護支援費の取扱いを図で

整理（第３弾） 

令和２年６月 18日 

「新型コロナウイルス感染症による居宅サービス受給認知症者に対す

る影響に関する緊急調査」（広島大学大学院医学系科学研究科共生社会

医学講座石井伸弥徳仁教授）への協力 

令和２年６月 19日 会員限定で「大王製紙エリエールマスク」斡旋販売 

令和２年６月 20日 
都道府県支部長宛てに「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業

（介護分）（令和２年度第２次補正予算）」通知 

令和２年７月 18日 

～８月２日（予定） 

当協会熊本県支部が球磨郡球磨村の地域包括支援センターにて支援活動

を開始（活動内容：被災者の医療福祉に係るサービスの調整、生活支援）

※新型コロナウイルス感染症を考慮して県内で支援活動を進めている 

 

その他 

厚生労働省からの事務連絡などを随時、都道府県支部長宛てに送付し、ホームページやメール

マガジン、Facebookページ等で会員にも周知している。 

また、厚生労働省担当課とは、随時連絡を取り介護支援専門員の状況を報告し、課題を共有して

いる。 


